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第1回
日 時2001年5月26日(土)13:30～15:00
場 所 愛知大学車道校舎2階 第3会 議室
イ テ ワノ
報告者 李 泰王(愛 知大学経済学部助教授)
テーマ 朝鮮半島情勢の展望と日・中の対応
今 日の東アジア情勢 は、戦後の国際政治関係における連続性のなかの変
化 として捉えるべく、本報告は、四っの史的構図を トータルに追跡しよう
とした。まず冷戦を背景に南北朝鮮が政権の合法性をδ6ぐって激 しく対立
した第1ラ ウンドでは、分断国家の統一路線において、半島の 「二っのワ
ン・コリア論」および台湾孤立の 「ワン・チャイナ論」が支配的であった。
しか し80年代後半の第2ラ ウンドにはいると、冷戦構造が崩れ91年に南北
朝鮮が国連に同時加盟するようになる。結局 「ツー ・コリア論」が認めら
れる一方で、中国主導の 「ワン・チャイナ論」が堅持されるという極めて
不安定な国際妥協が生み出される。
さて現在の第3ラ ウントでは、2000年の南北首脳会談に代表されるよう
に、金大中政権は民主化が完了 した後に発足 しただけに、固有の政策目標
を持たないまま金正 日独裁政権に対 して融和(太 陽)政 策をとり、半島は
「偽ッー ・コリア論」の時代に入った。 このような地殻変動は、独立を標
榜する民進党台湾の登場によって浮上する 「偽ッー ・チャイナ論」の様相
と深 く結びついており、やがてこれは、東アジアの国際政治関係の再編成
を予告 している。
今後の第4ラ ウンドには、北朝鮮の政治体制は自己崩壊 し、台湾は香港
返還方式に基づいて中国本土に編入されていく可能性がある。つまり中 ・
米の対立と調停といった手続きを踏まえて、アメ リカは台湾への影響力を
中国に譲ることと中国は北朝鮮を韓国に手放す、 という大胆な国際協商が
一っの シナ リオとして考えられる。 さらに重要な問題 は、「コイズ ミ(小
泉)イ ズム」の日本が旧態か ら脱却 して 「ワン・コリア」 と 「ワン・チャ
イナ」の到達にどのような役割を果すかにある。ア ジア共生の課題は、平
和と発展の促進にあるか らだ。
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第2回
日 時2001年7月14日(土)13:30～15:00
場 所 愛知大学 豊橋校舎5号 館4階543小 会議室
報告者 安達 満靖(愛 知大学大学院中国研究科博士課程2年 生)
テーマ 中国の マ イクロフ ァイナ ンス ーNGOの 役割 一
マイ クロフ ァイナ ンスとは、発展途 上国の貧困層 を対象 と した小額 の貸
し付 け プ ロ グ ラム で あ る。 中 国 は、 バ ング ラデ シュの グ ラ ミン銀 行
(GrameenBank)の小額 貸付 プログラムを模範 と して、1994年か ら中国
政 府 の シ ン ク タ ン ク研 究 所 で あ る 中国 社 会 科 学 院(CASS:Chinese
AcademyofSocialScience)の農 村 発 展 研 究 所(RDI:Rural
DevelopmentInstitute)の研究 員 た ち の指 導 の下 、 中 国 河 北 省 易 県
(HebeiProvinceYixianCounty)を始 め と して中 国の4っ の貧困地 域
で、 マイク ロフ ァイナ ンスによ る貧困対策 プ ロジェク トを扶 貧経 済合作杜
(EPC:FundingthePoorCooperative)と呼 ばれ るNGO(非 政府組
織)を 組織 して実施 中である。NGO(非 政府組織)は 、 中国では、社 団
あるいは民弁非 企業単位 と呼 ばれる社会団体 を指 し、 マイ クロファイナ ン
ス関係 では、婦 女連 合会、 フォー ド財団、OXFAM、WorldVision、扶
貧経済合作社、 人 口福利基金会 など各種の団体が各貧困地域 で活動 してい
る。 中国政府 は、社会主義体制下 における共産党一党独裁 の原則 を堅持 し
なが らも、市場化 の過程 にある中国の社会制度 を補完す る形で、民間組織
が社 会サ ー ビスや行政代行 を実施す る事を認め る状況 にある。
当 日、研究報告 用 に、 ビデオ ・テープ(日 本外務省提供 『貧困層をぬ け
ろ～小 口融 資 ・マ イ クロク レジ ッ トの挑戦～』、 中国農業電影電視 中心経
済部 『小額信 貸』(マ イク ロファイナ ンス)な どを使 用 して、 バ ングラデ
シュや中国の プ ロ ジェク トの現場の雰囲気が伝わ る様 に努めた。
第3回
日 時2001年10月20日(土)15:30～17:00
場 所 愛知大学車道校舎3号 館2階第3会 議室
報告者 河辺 一郎(愛 知大学現代中国学部助教授)
テーマ 南北首脳会談後の朝鮮半島情勢
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1.日朝関係の悪化
今年は、いわゆる友好人士の訪朝団が次々に中止 された。出発の直前に
取 りやめが通告 されたものも多い。教科書問題や首相の靖国参拝などの民
族主義的な動 きの高 まりに加え、日本政府が朝鮮民主主義人民共和国(北
朝鮮)関 係者の入国を拒否 したことがその原因と思われる。この日朝関係
の冷え込みは、特 に2000年6月の南北会談以来、 ヨーロッパ諸国などが北
朝鮮 との関係改善を進あていることと対照的である。
そのような中で ピースボー トが8月30日か ら9月2日 に訪朝 した。従来
型の友好人士の訪朝団が次々に訪朝が不可能になる中で、不特定多数が参
加するピースボー トが受け入れられたことは興味深い。河辺は2000年9月
に朝鮮社会科学者協会の招請を得て訪問 したのに続 いて、 このピースボー
トにより2001年も訪朝する機会を得た。この経験をふまえて、日朝間の民
間べ一スの交流の可能性を検討する。
2.日朝関係の特質
東アジアは朝鮮半島の南北関係 と中台問題を抱えているが、両者とも、
その緊張緩和において国連が役割を担 うことができず、第3国 が仲介する
ことも難しい点で共通 している。南北関係では国連が当事者になってしまっ
ており、例えば国連事務総長が仲介することは不可能である。また北朝鮮
が在韓米軍の存在を統一の最大の障害 と見なす一方で、在韓米軍が撤退す
る可能性が低い現状では、第3国 の仲介はきわあて難 しい。また中台問題
も中国がこれはあくまで国内問題と主張 しており、事務総長や第3国 の仲
介は不可能である。あえて皮肉を込めて言えば、国連や第3国 の仲介が可
能になるのは、これ らの問題が解決した時となるだろう。
一方、日本と朝鮮民主主義人民共和国(北 朝鮮)は 、世界で最 もゆがん
だ旧宗主国と旧植民地の関係の一っと言 うことがで きる。植民地の独立戦
争においておこるのと同様の敵対関係が今も続いているのである。 しかも
いわゆる拉致問題が、問題そのものの解決を目指すと言 うよりも、特に国
内政局の文脈で提起されてしまったことは、日朝関係の改善を一層難 しく
した。また、いわゆる小泉人気により与党の力が強化されていることと、
公明、保守両党が与党の関係強化を進めるために場合によっては自民党以
上にタカ派化 している中で、政治の側から従来の外交路線を転換させる可
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能性が低下 している。これは当然に日朝関係にも当てはまる。
3.NGOの 役割 と考慮すべき条件
ここで見過ごせないのは、特に外交に関する日本政治のあり方を監視す
る機能が、学者や報道機関にないことである。これは、90年代に世論を二
分する外交問題が相次 ぐなが ら、90年代後半の行革論議においては外務省
がまった く議論されなか ったこと、そしてその後外務省不祥事が明るみに
出ても外交政策そのものは問われていないことに如実に表れている。 こ
のような状況ではNGOの 役割が重要になる。 しか しこれが大変に微妙な
問題であることは言を待たない。一歩間違えば、NGO自 身が日朝政府の
駆け引きや狭間に落ち込む可能性 も高い。また単に民間べ一スの交流と言っ
ても、具体的には様々な内容が考えられる。そこで、NGOが 取 り組むべ
き課題を検討する上で考慮すべき条件を整理する必要がある。例えば以下
のようなことである。
1.北朝鮮政府が受 け入れ可能な計画であること。
2.北朝鮮が現在抱える問題(食糧危機やエネルギー危機など)を改善
する可能性を持っこと。
3.北朝鮮の従来の政策を推進するものではないこと。北朝鮮政府が政
策変更できるきっかけとなりえれば、 さらに望 ましい。
4.日本政府が受 け入れ可能であるか、政府内に協力的な組織を見いだ
せやすい計画であること。
5.日本政府の従来の政策を推進するものではないこと。 日本政府が政
策変更できるきっかけとなりえれば、 きらに望ましい。
つまり、 日朝両政府 に対する配慮が必要になる。
4.北朝鮮の食糧事情
さて、北朝鮮では食糧危機が深刻さを増 しているが、その原因として洪
水や干害が問題 になっている。2001年春か ら初夏にかけて も約100日の間
雨が降 らず、訪問 した共同農場の場長によれば、田植えができず、3回 植
え直 したが一部の田では結局 トウモロコシを植えるような状態で、作柄は
例年の50%程度に留 まるとのことだった。一方、 しば しば指摘されるよう
に北朝鮮の山は多 くが禿げ山であり、平壌か ら板門店までの200km近い移
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動の間に木が茂っている山はほとんど見いだせない。地図から確認すると
この移動の間に700m級の山もあるが、そのような山 も例外ではない。
この理由としては、本来の自然環境と朝鮮戦争などによる荒廃に加えて、
北朝鮮の農業政策と燃料危機が考え られる。 この地域は北朝鮮の穀倉地帯
だが、いずれにせよそこを囲む山がこのような有様では、干ばっと洪水が
日常的に、そして この両者が時をおかずに発生するのは当然のことと言わ
ざるを得ない。また単に水利上の問題のみならず、生態系そのぞものが問
題になる。
また現在はエネルギー危機であり、昨年の訪問ではチュチェ思想塔のエ
レベーターに搭乗 している最中の停電 も経験 した。 この結果、皮肉にも不
十分な環境政策にもかかわらず、環境は悪化 していない。 しか し経済活動
が活発になれば環境汚染が一気に深刻化することが懸念される。一方、現
在国際的に問題になっているのは緊急食料援助などであり、長期的な援助
ではない。
5.具体案
以上の点を具体化する一例として植林を考えてみよう。当初は必ずしも
実質的なものでな く、象徴的な意味合いでよい。例えば日本人が日朝友好
を祈念 して、日帝支配の犠牲者のために植樹するということであれば、北
朝鮮政府が受 け入れることが可能になる。 ここで参考になるのが、植える
木の一本づっに犠牲者の名前をっけたエルサルバ ドルのNGOの 例である。
これにより植えた木が燃料用に伐採 されて しまうことを防いだのだが、儒
教的慣習の強い北朝鮮ではこの方法はエルサルバ ドル以上に有効だろう。
また、これをきっかけに金正日氏の現地指導にっなげて、北朝鮮の林野
政策の転換を促す可能性 もないわけではない。北朝鮮の政治のあり方を考
えれば、環境さえ整えば政策を転換することは日本よりも容易であり、し
か も徹底 した転換が可能である。またこのような援助であれば軍事流用さ
れるおそれがなく、日本政府にとっても、世論にとって も受け入れやすい。
役割が低下 している日本の林野行政にとっても、その存在意義が示 しうる
点で好まい。なお、2000年に平壌の国連開発計画と世界食糧計画の事務所
を訪れた際には、このような長期的プロジェクトには取 り組んでいないが、
実行する際には協力が可能とのことだった。
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昨今の政治論議では具体案を示すことが しば しば要求 される。 しか し政
治問題における具体案とは、むしろその問題の政治性を隠 して議論を単純
化するために提示 きれることが少なくなく、このようなことを避 けるべき
なのは言 うまで もない。 ここでの植林 も、あ くまでNGOの 取 り組みにつ
いての条件を整理するための事例として拳げたにすぎず、植林を目的とし
た上で、それを実現するための条件を考えたのではない。特に日朝関係に
おいては、 このような議論のあり方 も省みるべきではないだろうか。
第4回
日 時2001年12月1日(土)14時30分一16時
場 所 愛知大学車道校舎3号 館2階第3会 議室
報告者 鈴木規夫(愛知大学国際コミュニケーション学部助教授)
テーマ 文明は衝突 しない 一イスラーム社会 といかにっきあうか一
本報告は、イスラーム現象を主軸に国際政治学を研究 している立場から、
9・11NYテロをめ ぐる当面の諸情勢の分析を、主に三っの論点から報告
したものである。
当時(あ る意味では様相を変えて現在に至るまで)世界中が戦時報道統
制下にあるかの ごとき状況にあったが、日々の時局論議では見過 ごされが
ちな、9・11NYテロとそれにごじっけられた今回のアフガニスタン戦争
との底流には、予め深 く考察 されているべき少なくとも次の三っの論点が
ある。
その第一 は、「宗教的言説の政治化」という問題である。 これは従来の
「社会主義的言説」の衰退 という現象と相即 している。世界政治における
「解放の言説のモー ド」が変化 しているという点をみなければ、われわれ
は世界情勢を何 も語れない状況にあるといえる。とりわけ、1967年の第三
次中東戦争におけるアラブ諸勢力の敗北後の中東イスラーム世界において
は、宗教的言説 を現世の政治 とは次元の異なる何かであると措定すること
はもはや現実的であるとはいえない。
また第二に、 それにともなうネオ ・オ リエ ンタリズムの問題である。オ
リエンタリズムはサイー ドの解析 したように欧米帝国主義の支配の言説で
あるが、それを吸収 した植民地の知識人たちは、オ リエ ンタリズムの権力
性をプラグマテ ィックに取 り込んで、自らをその被支配者に擬態すること
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によ って、現行の第三世界 における支配体制へ の対 抗勢力を形成 しよ うと
してい る。 そ う したネオ ・オ リエ ンタ リズムは、 欧米 の言説世界における
力 の均 衡を巧み に読 み取 りなが ら、時 には合理的近 代主義者、時には宗教
的言説 を操 る復興主義者等 などと自らの アクシ ョンの形態を変幻 させてい
くシステ ムを生んで いるといえ る。 たとえば、 イス ラームの名の下に語 る
ウサーマ ・ビ ン ・ラーデ ィンの言説の主要な構成要 素 はイスラームその も
のの コモ ン ・セ ンスではな くして、 アメ リカの対外政 策の言説の反転に他
な らな い。
そ して第三 に、世界戦争 のイメー ジ形成の問題 であ る。 とりわ け、第三
の論点 につ いて は、先 ごろ翻訳 も登場 した ウ ンベル ト ・エーコの描 くシナ
リオ 「世界最終戦争」(翻訳 『週刊現代』11/24号掲載)を 検証 した。
その場合、「文 明」を、「コ ミュニケーシ ョン密度 や機能 などの非常に高
度化 した人間社会 の状態 である」 と定義 しっっ、 それが生成 ・展開 ・死滅
のパ タ ンを繰 り返す とい う問題視角が必要であ る。 その文脈 にお いて、私
は 「文明 は衝突 しない」 とい うテーゼを主張す る。文 明 とは、そ もそ もコ
ミュニケー ション密度 や機能 などの非常 に高度化 した人間社会の状態をい
うので あるか ら、A文 明がB文 明 と 「衝突」 す るとい う思考 自体 が この文
明概念 には馴染 まない。生成展開死滅 してい く文明概念 に とって、 この コ
ミュニケー ション能力 の レベルこそが、その維持存続 の要件なのであ る。
第5回
日 時2002年2月1日(金)14:00～15:30
場 所 愛知大学名古屋校舎 国際問題研究所
チョウ ケイケン
報告者 張 慧媚(愛 知大学経営学研究科博士課程3年 生)
テーマ 中国自動車企業における品質管理の組織論的一研究
本研究報告は、中国企業の品質管理体制はこれまでどのように展開 して
きたか、また、今日においてそれがどのようなあり方をとって展開 してい
るか、という問題意識にもとづき、組織論的な視点 と歴史的な視点から分
析を行 った。更に、中国第一汽車集団公司と躍進汽車集団公司の品質管理
体制に関する史的考察を通 じて次のように結論づける。
中国自動車企業における今日の品質管理体制は、中国の伝統的な管理方
式と、産業創立以来3回 にわたって外国から導入された管理方式との改善
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過程を経て確立されて きたものである。そのプロセスは以下のように要約
することができる。①産業創立以来78年までの計画経済の時代(=品 質検
査の時代)に は、中国の伝統的な管理方式とソ連経由のフォー ド検査方式
の導入によって、品質検査員 と労働者が品質検査の職能を同時的に担 うよ
うになったこと、②78年～94年前後の経済転換期(=品 質管理の時代)に
は、日本的TQC活 動の導入によって品質管理の数量化を指向 し、また品
質管理の改善をめ ぐる基本姿勢が従来の政府政策への適応から市場 ・消費
者への適応へと徐 々に転換 してきたこと、③94年以降(=品 質保証の時代)
の中国は市場経済に入り、全産業界がISO9000規格の取得に乗 り出 し、企
業は市場 ・消費者に対 して品質管理体制がより一層改善されたことである。
そして、それらのプロセスに共通 して見 られることの一っは、中国経済発
展のそれぞれの時期において品質管理の環境適応のあり方をとらえること
ができる。 もう一っは、労働者の動機づけに関 していえば、中国企業の経
営管理の特徴である 「民主管理」活動を通 じてその機能の効果的な実現を
指向 しているものといえる。さらに、三っの歴史的変遷を通 じて、現在の
中国国有企業の品質管理に関する特徴は、「環境」と 「人間」の双方にか
かわる二重機能を果たすことによってその時々の状況に応 じた改善を行い、
品質管理体制そのものを強化 してきているということである。その結果、
「品質管理の民主化」を充足 してきており、「品質管理の数量化」及びISO
9000規格の導入 ・進展に見 られるように 「品質管理体制の市場化」が実現
していると考え られる。それの実現に向けての管理組織的施策の採用 ・整
備が進あられているものと考え られる。このような方向は今 日的な中国経
済の現状にとって見れば、更に進展 していくものではないか と思 っており
ます。
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